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[I]序

本論の目的は1914年(大正3年)から1940年

(昭和15年)にいたる朝鮮の鉱工業生産の名目金

額および実質金額の指数を推計することにある。

ここで,あえて鉱工業生産額および実質額の推計

という用語を採用しなかったのは,戦前の生産統

計のカバ.レッジに対する情報の不足を認識してい

るからであって,この点を除外すれば,本来の推

計作業と大差はない。

ところで,率直にいって,本論の作業が開始さ

れたのは,朝鮮の鉱工業生産の分析に興味の中心

があったわけではない。筆者は約6年前より台湾

および朝鮮の長期間にわたる物価指数の分析をお

こなってきた1)o　この研究はGNE各コンポーネ

ントに対応する物価指数を作成するとともに,そ

れを利用してその周辺の統計データを分析し,こ

れらの期間における朝鮮・台湾の経済状況を明ら

かにすることを目的としていた。この場合,個人

消費,政府消費及貿易とならんで,設備投資,逮

設投資は重要な要素となる。そして,この2着の

動向をコモディティ・フロー法的な接近によって

求めるためには,鉱工業生産統計と貿易統計の利

用が必要となってくる。貿易統計については,筆

者が貿易物価を分析した副産物として整理がおこ

なわれた。更に,台湾の鉱工業統計については篠

原氏の研究があるので2),これに原統計の情報を

追加すれば作業をおこなうことが出来る。かくて

1)溝口敏行「台湾および朝鮮における物価指数の
長期系列の推計(1), (2)」, 『一橋論叢』,第65巻第5-6
早, 1971年, 「日本統治下における台湾および朝鮮の

貿易物価指数の推計」, 『一橋論叢』,第69巻第5号,

1973年, 「日本統櫓下における台湾・朝鮮の貿易物価
の分析」 『一叢橋論』,第69巻第6号, 1973年。

2)篠原三代平「工業化と貿易-戦前を中心とし

て」(篠原三代平・石川滋編『台湾の経済成長-その

敏　行

最終的なネックは朝鮮の鉱工業生産統計というこ

とになった。ただ,作業量のefficiencyから考え_

ると,投資分析のためのみに生産統計を整理する・

ことは効率的ではない。というのは,このような

目的に利用される統計数字は,斉合性をもった生.

産統計の一部を構成していることが望ましいから、

である。

本論の研究を支えてきた動機は,以上述べてき

たようにかなり消極的な性格のものであり,篠原,.

塩野谷氏等が戦前の日本の鉱工業生産の推計にあ

たってもちあわせていたような強烈な問題意識が

あるわけではない。したがって,本論ではこれら,

の数字からどのような事実が指摘出来るかについ・

てはあまりふれられていないO　それにもかかわらJ

ず,ここに推計結果を公表する理由は,より多くt

の専門家の批判と利用を期待するからにはかなら、

ない。戦前の台湾の工業が製糖業を主体とする食Y

晶工業にかたよっていたのに対して,朝鮮の鉱工

業は多様な生産物を産出していた。また戦後の韓-

国経済が工業を主軸に発展してきたことの背景を

分析するにあたってもまた本論の数字は参考とな

り得るであろう。

[Ⅱ]データと推計法

一般に,日本統治下における台湾と朝鮮の統計~

を比較してみると,台湾のデータのほうがやや詳-

細な感を受ける。鉱工業に関する生産統計につい

ても,この事実にはかわりはない。一朝鮮の工業製-

晶,鉱業製品に関する生産金額の情報は,

朝鮮総督府『朝鮮総督府統計年報』

より得ることが出来る。同年報では,集計値とし

ての「工産品」, 「鉱産品」の生産額を報告してい-

数量経済的研究-』,アジア経済研究所　1971年第′

2章)
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るが,各年別に検討してみると品目のカバレッジ

が年々相違しており,これらの集計値を時系列と

してそのまま使用するにはあまりにも問題が多い

ことがわかる。このことから生産金額の系列を得

るにあたっても,個別品目のレベルまでおりて作

業をすすめる必要がある。

このような見方から,日本統治下の朝鮮におけ

る工業統計をみると, 1913年以前の数字は比較的

少数の品目に限定されているという理由で研究の

対象から除外したほうがよさそうである。また,

1941年以降についても断片的なデ-タしか得ら

れない。更に,われわれが対象とした期間も,情

報量と'いう点からみて,次の3時期に分割出来る。

第I期1914-18年

第Ⅱ期1919-27年

第Ⅲ期1928-40年。

このうち,最も良好なデータが得られるのは第Ⅲ

期であるO　この時期においては,品目別の生産金

額,生産数量が得られる。もっとも品目のカバレ

ッジはこの期間内においてもことなる1940年の

カバレッジは他の年と比較して非常に高く, 1928

-9の両年は, 1930年代の年に比較してカバレッ

ジが低い。この欠点を補充するために,各品目の

生産額をまず戦前の産業分類によって分割し3),

カバレッジの変化によって明らかに脱落している

と考えられる晶目については,類似品目の動き等

を参照して補外した。更に,数量と金額の動きを

此較することによって,いくつかの原資料のミス

も修正した。この場合問題となるのは, 「その他

食料品」等にみられるような多数の品目よりなる

項目のとりあつかいである。これらがカバーして

いる品目の範囲が時間的に一定であるという何ら

の保障はない。事実,道別の統計をみるとかなり

不規則な時系列変動を観測することがある。その

ような理由から,この種の時系列にしめされた金

額の動きをそのまま採用することは賢明ではない。

本論では,まず信頼出来る推計が一応可能と考え

3)通産省『工業統計50年史』, 1963年O　なあ　篠
原氏の台湾に関する推計の場合と対比するために,専

売品のうち阿片,塩,人参製品は化学工業,酒類,タ
バコは食品工業に加えた。
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られる品目群別に時系列を作成し,その合計値

(A)を計算した。ついで, 『年報』に示されたすべ

ての産出額を, 1934-36年平均について産業別に

合計し,その値(B)と対応する年のAに対する債

(A′)の此B/A′をA系列の各年値に乗ずることに

よって産業別産出額を計算した。この手法はB/A′

がそれほど大きく1をうわまわらないケースには

有効な手段と考えられるが,われわれの作業過程

では1.5をうわまわるものは皆無であったことか

ら,この近似が以下の作業結果を大きく左右する

とは考えられない。

1928-40年に関する推計は上記のようにかな

り慎重にすすめることが出来るが,データ上の理

由から1つの留保をおかざるを得ない。その1は,

「従業員4人以下の事業所」における「自家消費」

を含めるか香かについて年別にことなっているか

らである。この相違から生じる誤差は無視し得る

ものではないであろうが,これを補正することは

不可能でないまでも非常に困難であるので,今回

は何らの調整をおこなわないで作業をすすめるこ

とにした。その2は,鉱業,電力,ガスについて

の生産額の情報が1937-40年について得られな

いということである。以下示される鉱工業生産額
°

の推計では,他の工業の成長率でこの期問の補外

をおこなっているが多くの問題が残されているこ

とは明らかであろうO

本論の試みの特色の1つは,全朝鮮に関する推

計と並行して,現在大韓民国の行政圏のおよんで

いる地域-以下この地域に関する戦前の記述を

おこなうにあたってノ阪りに「朝鮮南部」4)という言

葉を使用する-についての工鉱業生産の推計を

おこなったことである。第2次大戦後の韓国のエ

鉱業生産の発展には注目すべきものがあるが,そ

のinitial conditionとしての戦前期の工鉱業生

産の状況を知っておくことは重要なことであろ

う5)。本論では,京畿道,忠清北遺,忠清南遺,

4)この呼称は現在問題となっている国名をめぐる

政治的名称とはまったく無関係である。

5)この種の目的を完結させるた妙には,韓国-

朝鮮南部間の実質生産額比較が必要となる。この種の

試みはある程度まで進行しているけれども,紙数の制

約上ここに示すことは出来ない。
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金羅北道,金羅南遺,慶尚北道,慶尚両道におけ

る全生産額と江原道の生産額の三分の一を近似的

に朝鮮南部の生産額と考えることにした。

ここで,実質生産額の推計法にふれておこう。

既述のように,この期間の生産統計は,品目別の

生産金額とともに生産数量を示しているO　そこで,

比較的等質的な品目グループについては,この2

着から計算される実効単価を物価データとして利

用することが出来る。ただ,機械等にみられる品

質差のはげしい品目グループについては,そのグ

ループを代表する品目の卸売物価等を利用するこ

とにした6)。なお,実効単価の計算にあたっては,

全朝鮮の数字から求められたものを,全朝鮮のみ

ならず朝鮮南部についても利用している。次に,

産業別の生産額を品目グループの性格に応じて中

分類に分割した。この分賓にあたっても,一応戦

前の日本の産業分類が参照されたけれども,作菜

上の理由から若干の合併,分割もおこなわれてい

る。このような中分類の大部分には,数個の価格

系列が対応している。そこでこれらの系列を指数

化し, 1930-32年平均の生産金額の構成比で加平

均して中分類に対応するデフレーターを作成した。

次に,産業別のデフレーターは,インプリシッ

ト・デフレーター方式-すなわち各年の産業別

生産額加重調和平均を利用する方式-が採用さ

れた。中分類の一部(例えば「その他食料品」等)に

は中分類別のデフレーターが存在しないものがあ

るが,産業別デフレーターの計算にあたってはこ

れらのウェイートは0とされている。産業別デフレ

ーターを鉱工業にまとめあげる場合にも,産業別

生産額をウェイトとするインプリシット・デフレ
1

ーター方式が利用されている。第1表には1928-

40年の計算に利用された中分類およびデフレー

ター作成に用いられた価格系列数が示されている。

1919-27年についての生産統計は極めて不便

な形でしか集計されていない。まず概念上の問題

として「4人以下の従業員」をもつ事業所の生産

額のとりあつかいが明らかでない。次に,この期

6)この種の情報は,実効単価の時系列変動が不規

則な動きを示す湯合に,チェックの役割をもはたして

くれる。
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第1表

鉱工業生産金額デフレーター作成のた妙の中分類および
価格系列数.

大　　　分　　　類　r申分菜数

紡　織　工　業

化　学　工　業

食料品工業

製材および木製品工業

窯業および土石工業

金　属　工　業

機　械　工　業

その′池の工業

鉱　　　　　業

電　気・ガ　ス

印　刷・製　本

価　椅　系　列　数

1919-23　1914-18

13　　　　　31

1 1　4

1 i 7

: i l芸

(注) 1・指数のTJンクのため,価格系列を定める期間は1年づつダブッ

ている。

2.中分類数は1923-40年のものであり,他の期間では若干少な

くなる。

3. -は,生産金額データが存在しないことを示す.

問については品目ベースの生産金額,生産数量は

示されておらず,中分類(またはそれを2-3個に

分割した程度)別の生産金額が示されているにす-I

ぎない。したがって,これら分類内でのカバレッ

ジが時系列的にどのように変化したかについては

情報が得られない。更に,この期間に示されてい・

る中分類別の項目数は1928-40年のそれに此し

若干少ない。後者については, 1928年における比

率を利用して修正することが出来たけれども,前

者についてはほとんど補正がおこなわれていないO、

ただ前者については1928-40年についてみる限

りそれほど大きな補正が必要でないように思われ

る事実のみが,かろうじて作業の「正当性」を裏

付けてくれるにすぎないO一方,この期問につい・

ての実質額の計算のために必要な物価系列につい

ては,代表的な品目の卸売物価を利用せざるを得

ない。幸いにして, 『朝鮮総督府統計年報』には,

かなりの数の卸売物価の系列が発表されており,

この中から原則として京城における物価系列が採_

用された。ただ,生産財を中心とする一部品目グ

ループに対応する物価系列を得ることが出来なか・

ったので,やむを得ず日本のそれで代用せざるを

得なかったo　中分類から大分類,大分類から鉱工

業への綜合方法は, 1928-40年のそれと同じ形式

が利用されている。

1914-1918年のデータは形式的には1928-40
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年のそれと同一であり,作業手順も同形式のもの

が利用出来る。ただ,発表されている品目数が少

なく,時系列的な斉合性をたもつためには思い切

ったふくらましや補間作業が必要であった。この

ことから,この期間についての数字を利用する場

令,ある程度の誤差をみこむ必要があろう。

鉱業統計は, 1914-1936年にわたってかなり詳

細に発表されているので,生産額の推定にあたっ

ては工業統計の第Ⅲ期の手法が応用出来る。中分

類別のデフレ-ターを作成する場合のウエイトは,

工業統計の期間区分にあわせて3種のウエイト体

系が作成されている。鉱業に対するデフレーター

もインプリシッ下・デフレーター方式がとられて

いる。上記の理由から,鉱工業生産指数は1937

-40年については作成することは出来ないが,

以下の作業では利用上の便宜も考慮してこの4年

の値を工業生産指数で単純に補外するという方式

をとっている。この種の数字が参考指標の城を出

ないことはいうまでもないo

[Ⅲ]推定結果

以上述べてきたように,朝鮮の鉱工業生産金額

および実質生産額の推計にはなお改良すべき多く

の問題点を残している。このような留保を明示し

ながら,現在得られている推定結果の総括表を示

せば第2表が得られる。この表では,読者の便宜

を考慮して推計値の絶対額が示されているけれど

ち,本文の最初に述べた主旨よりすれば, 「生産

金額指数」, 「実質生産金額指数」作成のための数

字の域を出ない。このことから,本数字はむしろ

指数化して利用されることを希望したい。

ところで,ここで示された推計の性格について

若干のコメントを加えておこう。われわれの推計

を評価する場合,日本および台湾に関する作業と

対比してみることが考えられる。このうち,日本

の推計7)はわれわれの推計と比較して椿段に多く

の情報を使用しており,データ吟味の面でも数段

7)篠原三代平『鉱工業』,東洋経済新報社, 1972年。

第2表　朝鮮の鉱工業生産額指数
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高いレべノレにあることを認めざるを得ない。当面

目標となるのは,朝鮮の場合に此してやや多くの

統計をそなえている台湾に関する推計との対比で

あろう。篠原氏による台湾の鉱工業の名目生産額

についての推計結果の特色としては, (イ)『台湾

商工統計』にしめされた鉱工業生産金額を40-

50%`程度うわまわっていること, (ロ)2着の差は

時点をさかのぼるほど大となっていること,換言

すれば名目生産額の成長率が『台湾商工統計』の

場合よりもかなり低めに出るということであるO

篠原推計にみられる特色はわれわれの場合にも

見出すことが出来る。第3表は, 『朝鮮総督府統

計年報』に示された工産品の生産額と第2表の本

推計とを対比したものである(鉱業に関する数字

は2者の問にそれほど相違がないので,ここでは

吟味されていない)。同義をみると, 1930年代に

おける2着の間の差は篠原氏による台湾推計の場

合ほどには大ではない。その大きな理由は,氏が

利用した『台湾商工統計』に専売品が含まれてい

第3表　名目工業生産額の推計と「公表」数字
(全鮮:千円)

ないが, 『朝鮮総督府統計年報』の工産品の中に

は専売品の一部をも含んでいるという事情にある.

一方,台湾推計の特色(ロ)は,朝鮮の場合も明確

な形であらわれている。すなわち,前者における

此率A!Bに対応する債は1930年代1.4, 1910年

代1.9であったのに対し,後者では1.0から1.4-

増加している。この事実は, 1934-36年を基準と

して計算した本推計の値自身当時の工産品生産を

充分カバーしていない可能性を有していることを

示している。事実,公表数字のカバレッジや貫最も

高い1940年では「公表数字」のほうが本推計の

1.14倍となっている。この事実は,本推計を戦後

の値と此較する場合考憲されなければならない8)。

次に,第2表の実質金額を指数化することによ
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って求められる「生産指数」(第5表参照)はイン

プリシット・デフレ-タ-を利用した実質金額を

指数化したものであるから,通常のラスパイレス

式を基幹とした指数とは性格をことにしている。

また,物価指数は金掛旨数を生産指数で除すこと

によって求められるから,ここでは全朝鮮に対す

る数字のみが示されている。

次に興味ある試みとして,産業別の生産指数の

作成と生産額の動向の分析をあげることが出来る。

第4-5表はこのような目的のために作成された

表から名目金額による構成比と,産業別生産指数

を示したものである。ただ;今回の作業では,班

業,電力・ガス,印加・製本業の数字が一部の時

点についてしか得られなかったので,これらの生

産額は「別掲」としてあつかい,産業別構成比は

「別掲」を除く工業生産額に対する比率で示すこ

とにした。したがって,年次によっては全体の構

成比が100をこえることがある。

[Ⅳ]鉱工業生産の成長率

鉱工業生産の推計を利用してすすめられ得るト

ピックはかなりの数にのぼるであろう。これらの

中で興味あるものとして,朝鮮における投資と工

業生産の関連分析や雇用統計を利用した労働生産

性の分析等があげられよう。前者については,現

在筆者によってすすめられている台湾および朝鮮

の投資推計作業の完成をまって検討をすすめたは

うが効率的であろうし,後者についても尾高氏の

研究の公表をまって分析をすすめたはうが望まし

い9)。このような理由と紙数の制約から,本論で

は極めて初歩的な計算をほどこしておくにとどめ

たい。

第6表は,産業別,地域別に実質生産額の成長

率を計算したものである。同義で「朝鮮北部」と

は全朝鮮から「朝鮮南部」をさし引いたものとして

8)ついでながら,この種の比較にあたっては第2

次大戦後の韓国の工業統計に従業員4人以下の事業所

の生産額が含まれていない点に注意が必要である。

9)尾高氏の朝鮮の雇用に関する研究は,尾高塩

之助「日本統治下における朝鮮の雇用と貸金」(一槽大

学経済研究所加工統計シリーズ9)として発表されて

いるが, Workingpaperの段階であるので利用はさ

しひかえたい。
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第6表　産業別・地域別・期間別鉱工業生産の成長率の推定

1928-40　　　　　　　　】 1912-38
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(注) 1.　印は1928-36年, +印は回帰の係数が有意でないものo

定義される.成長率の計算は,実質生産額X(t)に

Ioge X(t) -a+bt

を最小二乗法であてはめて求められている。また,

鉱工業生産の発展段階を数字的にあらわす試みと

して対象期間を

前期1914-27

後期1928-40(鉱業1928-36)

の2区間に分割して計算がすすめられている。ま

た,同表には参考として,台湾における鉱工業生

産の成長率(1912-40年)の値が付記されている。

最初に全朝鮮についての結果を検討してみよう。

全鮮に関する工業生産の成長率は全期間平均約8

%という数字を示しているが,この値は1905-

35年における日本工業の平均成長率6.11%"),

1912-40年間における台湾の平均成長率2.48%

と比較してかなり高い値と考えられる。特に,後

期における成長率の高さは,朝鮮の工業化が昭和

期後半において急速にすすめられた確証として注

目されよう。産業別に検討するにあたっては,繊

維,食品,化学,機械・金属,鉱業の5大産業に

まず着目されなければならない。これらのうち,

在来産業から出発した製材・木製品,食品,産業

が前期において高い成長率を示しているのに対し

て,機械,金属,化学,鉱業の後半における発展

が注目される。

10)塩野谷祐一「日本の工鉱業生産指数, 1905-

1935年」(篠原三代平『産業構造論』,筑摩書房,別冊,
1966)

朝鮮南部および同北部間の成長率の差は,第6`

表の後半期において見出すことが出来る。すなわ

ち「南部」においては,紡織,食料品の軽工業と

金属工業(主として精錬) ・鉱業の増加がいちじる、

しいのに対して, 「北部」では化学,窯業,機械

工業および鉱業の発展が目ざましい。これらのプ

ロセスは1945年の日本統治の終結まで相続して'

おり,第2次大戦後から1950年代ではこのよう

な相違が大韓民国と朝鮮民主主義人民共和国の問

についても見出されていたことは明記されなけれ

ばならない。

[Ⅴ]むすび

たびたび述べてきたように,本論の作業精巣は

別の作業をすすめるうえでの副産物である。この・

ような理由から,その結果をめぐる解釈や分析は

ほとんどすすめられていない。この種の研究は将

来に待ちたいと思う。 (一橋大学経済研究所)

〔追記〕本論完成後,李潤根氏による朝鮮製造業

の名目生産額の推計が1926-36年についておこ

なわれていることを知った。氏の推計と本推計と

の詳細な比較は別の機会にゆずるが, 1930年代後

半の推計結果には大差がなく,年をさかのぼるに

したがって本推計の値が李推計をうわまわってい

ることだけを指摘しておく。李潤根「韓国国民所

得推計jLlユ内容(1926-1936)」,超磯溶他『日帝

下9-l民族生活史』,民衆書館, 1971年参照。


